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その他の電子提供措置事項

（交 付 書 面 省 略 事 項）

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

（2025年７月１日から2026年６月30日まで）

伏木海陸運送株式会社



連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

子会社のうち次に示す12社を連結の範囲に含めております。

伏木貨物自動車株式会社 北陸日本海油送株式会社

ＦＫＫエンジニアリング株式会社 北陸太平洋物流株式会社

ＦＫＫツアーズ株式会社 高岡鉄道産業株式会社

チューゲキ株式会社 山口株式会社

丸共シーランド株式会社 山口ニット株式会社

大洋住宅株式会社 北陸海事株式会社

子会社のうち伏木富山港港湾運送事業協同組合は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期

純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしてい

ないため連結の範囲に含めておりません。

(2) 持分法の適用に関する事項

関連会社のうち次に示す５社に持分法を適用しております。

日本海産業株式会社 新湊観光開発株式会社

氷見観光開発株式会社 株式会社高岡ステーションビル

新港ビル株式会社

非連結子会社（伏木富山港港湾運送事業協同組合）並びに関連会社のうち富山県対岸貿易協同

組合はそれぞれ当期純利益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性

がないため、持分法の適用範囲に含めておりません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結の範囲に含める子会社12社の決算日は、６月30日で連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

(a) その他有価証券

市場価格のない株式等以外のものは当連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用してお

ります。

市場価格のない株式等は移動平均法による原価法により評価しております。

(b) 棚卸資産

製品・仕掛品・原材料は主に移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切り下げの方法）によっております。

その他については、最終仕入原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

り下げの方法）によっております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

(a) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月以降に取得した建物（建物附属設備は除

く）並びに2016年４月以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用し

ております。
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なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 15～38年

機械装置 10年

(b) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(c) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③ 重要な引当金の計上基準

(a) 賞与引当金

連結子会社の一部は従業員の賞与の支給に備えるため支給見込額に基づき計上しておりま

す。

(b) 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(c) 役員退職慰労引当金

当社及び連結子会社の一部は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

(d) 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(e) 特別修繕引当金

船舶の定期検査による修繕費の支出に備えるため、前回の定期検査の修繕費の実績に基づ

いて計上しております。

(f) 製品保証引当金

販売した住宅に対するアフターサービス及びクレーム費用の支出に備えるため、過去の実

績に将来の見込みを加味した金額を計上しております。

④ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(a) 退職給付に係る会計処理の方法

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき当期末において発生していると認められる額を計上しております。

・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ

る方法については、期間定額基準によっております。

・数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、発生の翌連結会計年度に一括費用処理しております。

・小規模企業等における簡便法の採用

連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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(b) 重要な収益及び費用の計上基準

当社グループは、港運事業、不動産事業、繊維製品製造事業、その他事業を行っておりま

す。その中で主要な事業となる港運事業では港湾運送業務及びその関連業務を行っておりま

す。その主な履行義務は、船積貨物の本船積卸、通関、沿岸での保管仮置・入出庫及び国内

輸送並びにコンテナターミナルの運営等であり、顧客に当該役務の提供を完了した時点で履

行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。

なお、港運事業の一部について、当社グループが代理人に該当すると判断したものについ

ては、他の当事者が提供するサービスと交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を

控除した純額で収益を認識しております。

２．会計上の見積りに関する注記
(1) 投資有価証券の評価

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

新港ビル株式会社に係る投資有価証券 126,969千円

新港ビル株式会社に係る持分法による投資損失 128,433千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りに関する情報

・算出方法

当社及び連結子会社は、ホテル業を営む持分法適用会社である新港ビル株式会社(以下「新

港ビル」という。)に出資しており、投資額と投資時点における新港ビルの純資産持分との差

額をのれん相当額として20年間で均等償却しております。

のれん相当額の評価については、固定資産の減損に係る会計基準に準じて減損の兆候の有無

を検討し、減損の兆候がある場合には、将来キャッシュ・フローを見積り、減損損失の認識の

要否を判定しております。また、持分法による投資の評価に重要な影響を及ぼす新港ビルが保

有する固定資産(ホテル)についても、同様に固定資産の減損の検討を実施しております。

当連結会計年度において、新港ビルが保有する固定資産(ホテル)について減損損失を認識

し、回収可能価額まで減額する必要があると判断しました。当社は、持分法の適用にあたり当

該減損損失の計上を反映するとともに、のれん相当額についても減額し、これらを持分法によ

る投資損失として計上しております。

当該固定資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定士による鑑定

評価額を基礎として算定しております。

・主要な仮定

鑑定評価額は将来キャッシュ・フローを基礎として算定されており、その主要な仮定は、将

来の客室稼働率及び客室単価であります。これらの仮定は、宿泊需要の動向等に関する経営者

の判断が含まれており、その見積りには不確実性を伴います。

・翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

将来の客室稼働率及び客室単価は見積りの不確実性が高く、宿泊需要の動向等により見直し

が必要となった場合には、翌連結会計年度の連結計算書類において、持分法による投資損失を

追加で計上する可能性があります。
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３．連結貸借対照表に関する注記
(1) ① 担保に提供している資産

建物・構築物及び機械装置 1,495,222千円

土地 4,003,245千円

投資有価証券 618,366千円

② 上記に対応する債務

１年内返済予定長期借入金 625,632千円

長期借入金 1,361,792千円

(2) 減価償却累計額 12,372,638千円

(3) 受取手形裏書譲渡高 －千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式総数

普通株式 2,615,400株

(2) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2025年９月25日
定時株主総会

普通株式 103,839 40.00 2025年６月30日 2025年９月26日

2026年２月10日
取締役会

普通株式 51,918 20.00 2025年12月31日 2026年３月10日

(3) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2026年９月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 103,837 40.00 2026年６月30日 2026年９月30日
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５．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については主に銀

行借入れや社債発行によっておりますが、設備投資計画の状況により銀行以外の金融機関（リ

ース会社等）による金融調達も行う方針であります。デリバティブは、実需に伴う取引に限定

して実施し、投機的な取引は行いません。

② 金融商品の内容及びリスク

営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、取引先の信用リスクに晒されており

ます。投資有価証券は、主に取引先企業との業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価

格の変動リスクに晒されているものがあります。

営業債務である支払手形、買掛金及び電子記録債務は、３か月以内の支払期日であります。

借入金、社債は、通常の運転資金や設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、

支払期日に支払いを実行できなくなるリスクに晒されております。償還期間については、決算

日後、最長で５年となっております。

重要なデリバティブ取引は、行っておりません。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

(a) 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、経理部門において取引先の債権回収を

定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに財務状況等の悪化

による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

(b) 市場リスクの管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況を把握し、関

係する役員へ報告する体制をとっております。

(c) 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

営業債務や借入金、社債及びその他有利子負債は、流動性リスクに晒されておりますが、

当社総務部において、適時、資金繰計画を作成・更新し、資金利用の効率化と金利負担の軽

減を図っております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

2026年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。（(注)２参照）

(単位：千円)

連結貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額

① 投資有価証券

その他有価証券 2,626,899 2,626,899 －

資 産 計 2,626,899 2,626,899 －

① 長期借入金（１年内返済予定分含む） 3,609,982 3,549,942 △60,040

② 社債（１年内償還予定分含む） 520,000 510,428 △9,571

負 債 計 4,129,982 4,060,370 △69,611

(注) １．「現金及び預金」、「受取手形、売掛金及び契約資産」、「電子記録債権」、「支払手形及び買掛

金」、「電子記録債務」、「短期借入金」、「未払金」については、短期間で決済されるため時

価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(注) ２．市場価格のない株式等は「①投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連

結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分 当連結会計年度 (千円)

非上場株式 1,059,221

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により

算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以

外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を

分類しております。
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① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2026年６月30日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券 2,626,899 ― ― 2,626,899

資産計 2,626,899 ― ― 2,626,899

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当連結会計年度（2026年６月30日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債 ― 510,428 ― 510,428

長期借入金 ― 3,549,942 ― 3,549,942

負債計 ― 4,060,370 ― 4,060,370

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、レ

ベル１の時価に分類しております。

社債

当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した

利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基

に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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６．賃貸等不動産に関する注記
(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の子会社では、東京都及び富山県において、賃貸用の土地及び施設を有しており

ます。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 時価

5,082,856 7,280,064

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金

額であります。

２．当連結会計年度末の時価は、主に路線価に基づき評価しております。

７．収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は以下のとおりであります。

当連結会計年度(自 2025年７月１日 至 2026年６月30日) (単位：千円)

報告セグメント

その他事業

(注)1
合 計

港運事業 不動産事業
繊維製品
製造事業

計

売上高

顧客との契約から
生じる収益

9,728,672 479,360 2,285,277 12,493,311 1,246,482 13,739,793

その他の収益(注)2 19,800 620,221 11,784 651,805 － 651,805

外部顧客への売上高 9,748,472 1,099,582 2,297,061 13,145,116 1,246,482 14,391,599

(注) １.「その他事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、旅行業及び

繊維製品卸売業等を含んでおります。

２.その他の収益は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸料収入等であります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類作成の

ための基本となる重要な事項に関する注記等 (4)会計方針に関する事項 ④その他連結計算書

類の作成のための基本となる重要な事項 (b)重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおり

であります。
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(3) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並び

に当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込

まれる収益の金額及び時期に関する情報

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産 5,097円46銭

(2) １株当たり当期純利益 318円11銭

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

10．その他の注記
該当事項はありません。

(注) 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

② その他有価証券

(a) 市場価格のない株式等以外のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）によっております。

(b) 市場価格のない株式等

移動平均法による原価法によっております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）によっており

ます。

(3) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月以降に取得した建物（建物附属設備は除

く）並びに2016年４月以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 15～38年

機械及び装置 10年

② リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とするリース期間定額法を採用しております。

なお、該当する取引はありません。

③ 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。

(4) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
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③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき当期末において発生していると認められる額を計上しております。

(a) 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、期間定額基準によっております。

(b) 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、翌期に一括費用処理することにしております。

④ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上し

ております。

⑤ 特別修繕引当金

船舶の定期検査による修繕費の支出に備えるため、前回の定期検査の修繕費の実績に基づい

て計上しております。

(5) 収益及び費用の計上基準

当社の主要な事業となる港運事業では港湾運送業務及びその関連業務を行っております。そ

の主な履行義務は、船積貨物の本船積卸、通関、沿岸での保管仮置・入出庫及び国内輸送並び

にコンテナターミナルの運営等であり、顧客に当該役務の提供を完了した時点で履行義務が充

足されると判断し、収益を認識しております。

なお、港運事業の一部について、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の

当事者が提供するサービスと交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額

で収益を認識しております。

２．会計上の見積りに関する注記
(1) 関係会社株式の評価

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

新港ビル株式会社に係る関係会社株式 63,257千円

新港ビル株式会社に係る関係会社株式評価損 136,735千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りに関する情報

・算出方法

当社は、関係会社株式の評価について、金融商品に関する会計基準に従い、新港ビル株式会

社(以下「新港ビル」という。)の純資産を基礎として算定した実質価額と取得価額とを比較

し、減損処理の要否を検討しております。

新港ビルが保有する固定資産(ホテル)について減損損失を認識するか否かは実質価額に重要

な影響を及ぼすため、当該固定資産に係る将来キャッシュ・フローの見積りに基づき、減損損

失の認識の要否を判定しております。当事業年度において、当該固定資産について減損損失を

認識し、回収可能価額まで減額する必要があると判断したことから、当該減損損失を反映した

実質価額に基づき株式の評価減を実施し、関係会社株式評価損を計上しております。

当該固定資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定士による鑑定

評価額を基礎として算定しております。
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・主要な仮定

鑑定評価額は将来キャッシュ・フローを基礎として算定されており、その主要な仮定は、将

来の客室稼働率及び客室単価であります。これらの仮定は、宿泊需要の動向等に関する経営者

の判断が含まれており、その見積りには不確実性を伴います。

・翌事業年度の計算書類に与える影響

将来の客室稼働率及び客室単価は見積りの不確実性が高く、宿泊需要の動向等により見直し

が必要となった場合には、翌事業年度の計算書類において、関係会社株式評価損を追加で計上

する可能性があります。

３．貸借対照表に関する注記
(1) 担保及び対応する債務

① 担保に供している資産

建物 117,509千円

土地 1,243,754千円

投資有価証券 937,052千円

② 上記に対応する債務

１年内返済予定長期借入金 375,496千円

長期借入金 554,978千円

(2) 減価償却累計額 6,656,831千円

(3) 関係会社に関する金銭債権又は金銭債務

売掛金 4,855千円

買掛金 302,832千円

(4) 債務保証

山口ニット株式会社 9,336千円

(5) 受取手形裏書譲渡高 70,037千円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

営業取引

売上高 57,480千円

営業費用 1,684,770千円

営業取引以外の取引 44,656千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 19,453株
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６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

事 業 税 13,317千円

投 資 有 価 証 券 評 価 損 113,126千円

退 職 給 付 引 当 金 290,312千円

貸 倒 引 当 金 814,185千円

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 31,349千円

そ の 他 31,858千円

繰 延 税 金 資 産 小 計 1,294,150千円

評 価 性 引 当 額 △949,158千円

繰 延 税 金 資 産 合 計 344,991千円

繰延税金負債

前 払 年 金 費 用 30,451千円

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 27,920千円

その他有価証券評価差額金 529,906千円

株 式 交 換 差 益 76,480千円

繰 延 税 金 負 債 合 計 664,759千円

繰延税金資産(負債)の純額 △319,768千円

７．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

種類
会社等の

名称

議決権等の

所有（被所

有）割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引

金額

(千円)

科目
期末残高

(千円)

子会社

伏木貨物

自動車

株式会社

所有

直接86.5％

運送業務の

委託

委託費支払

(注)１
785,877 買掛金 119,137

関連

会社

氷見観光

開発

株式会社

所有

直接30.1％

間接2.5％

資金の

援助

資金の貸付

資金の回収

84,000
24,000

長期

貸付金

(注)２

(注)３

2,594,600

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １. 委託費については、市場価格等を勘案し、価格交渉の上、決定しております。

２. 長期貸付金については、再建支援のため無利息としております。

３．2,594,600千円の貸倒引当金を計上しております。また、当事業年度において

108,209千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。
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８．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、「連結注記表 ７．

収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産 3,524円29銭

(2) １株当たり当期純利益 147円15銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

11．その他の注記
該当事項はありません。

(注) 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

― 14 ―


